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第68回

定時株主総会招集ご通知

証券コード 6097

■日時
平成28年７月28日（木曜日）
午前10時30分（受付開始　午前10時）
議決権行使期限
平成28年７月27日（水曜日）午後６時

■場所
東京都台東区西浅草三丁目17番１号
浅草ビューホテル　４階会議室　「飛翔」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。また
昨年と階および会場が異なっておりますので、
お間違えのないようお願い申しあげます。）

■議案
第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役10名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件

目次
Ｐ１　　招集ご通知
Ｐ３　　事業報告
Ｐ25　　連結計算書類
Ｐ28　　計算書類
Ｐ31　　監査報告書
Ｐ36　　株主総会参考書類
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証券コード 6097
平成28年7月11日

株　主　各　位
東 京 都 台 東 区 西 浅 草 三 丁 目 1 7 番 1 号
日 本 ビ ュ ー ホ テ ル 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長　　　石　井　一　男

第68回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成28年７月27日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年７月28日（木曜日）午前10時30分
２．場 所 東京都台東区西浅草三丁目17番1号

浅草ビューホテル　４階会議室　「飛翔」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。また昨年と階および会場が異なって
おりますので、お間違えのないようお願い申しあげます。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第68期（平成27年5月1日から平成28年4月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２．第68期（平成27年5月1日から平成28年4月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

定款一部変更の件
取締役10名選任の件
監査役１名選任の件
補欠監査役１名選任の件

－ 1 －

狭義の招集通知（総務）
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４．その他の本招集ご通知に関する事項
本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「新株予約権等の状況」、連結計算

書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第
1 3 条 の 定 め に よ り 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
http://www.viewhotels.co.jp/ir/index.html）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付
書類には記載しておりません。

なお、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して監査
した連結計算書類および計算書類には、本添付書類記載のもののほか、この「連結注記表」およ
び「個別注記表」として表示すべき事項も含まれております。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.viewhotels.co.jp/ir/index.html）に掲載させ
ていただきます。
◎当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで
きる旨を当社の定款第47条に定めております。
　当連結会計年度の期末配当につきましては、平成28年６月９日開催の取締役会において、次のとお
り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。
　①配当財産の種類
　　金銭
　②配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　当社普通株式１株につき金27円。配当総額261,209,475円
　③剰余金の配当が効力を生じる日
　　平成28年７月12日（火曜日）
◎株主総会決議通知の発送は取り止め、本総会の結果は上記当社ウェブサイトに掲載させていただく
予定です。

－ 2 －

狭義の招集通知（総務）
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添 付 書 類

事　 業　 報　 告

(平成27年 5 月 1 日から
平成28年 4 月30日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日銀による経済・金融政策により企業収益や

雇用情勢の改善などが見られ、国内景気は緩やかな回復基調を続けました。しかしながら、中
国経済の減速懸念や原油価格の急落の他、年度後半には米国の利上げ観測の後退などの要因か
ら円高が進み日本株の下落を引き起こすなど、今後の企業業績への影響が懸念される事象もあ
り、先行きの不透明な状況が続いております。

ホテル業界におきましては、政府の観光立国推進政策を背景とする訪日外国人旅行者数の急
増に伴い、宿泊需要が拡大傾向を続けております。その一方、中国経済の減速懸念や欧州の債
務問題、地政学的リスクの高まりなど、今後の訪日外国人旅行者マーケットの不確実性も指摘
されております。

このような経営環境のもと、当社グループは、平成28年４月期からの３ヶ年の中期経営計画
「VIEW HOTELS V-STAGE 280」の基本方針１)既存施設での継続的な設備投資、２)新規
ホテル・旅館の展開、３)新規事業の展開に基づき、既存事業の持続的な成長と事業基盤の拡大
のための取組みを進めております。なお、新規ホテルとして平成27年11月には「両国ビューホ
テル」を開業いたしました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、19,721百万円（前連結会計年度比8.4％増）、営業
利益は1,327百万円（同52.6％増）となり、経常利益は1,258百万円（同18.9％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益は706百万円（同20.3％増）となりました。

－ 3 －

事業の経過および成果（経企）
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事業区分別の状況は次のとおりです。
[ホテル事業]

ホテル事業では、平成27年11月、賃借により「両国ビューホテル」を開業いたしました。ま
た平成28年３月には全150室のリニューアル工事が完了し、江戸情緒をテーマとした客室に改
装するとともに、定員を増やすことにより宿泊需要の取り込みの最大化を図っております。

既存事業所においては、集客力の更なる強化の為、浅草ビューホテルの４階宴会場およびス
カイグリルブッフェ 「武藏」、成田ビューホテルの客室90室および「カフェレストラン Patio」、
秋田ビューホテルのチャペル、高崎ビューホテルのレストラン「The Kitchen NOVA」、伊良
湖ビューホテルの客室33室、那須高原ホテルビューパレスのロビーラウンジなどの改修工事を
実施いたしました。

販売戦略としましては、宿泊部門において急激な伸びを見せる訪日外国人旅行者マーケット
への対応としてインターネットによる集客に注力し、レベニューマネジメントにより売上高の
最大化を図ってまいりました。また、婚礼・宴会部門では、前連結会計年度までに実施してま
いりました改装の効果などの要因により婚礼の受注が好調に推移いたしました。

これらの結果、売上高は16,592百万円（前連結会計年度比8.7％増）、営業利益は1,183百万
円（同46.1％増）となりました。
[施設運営事業]

施設運営事業におきましては、「ぎょうけい館」や「ホテルプラザ菜の花」の宿泊プランの
充実などにより営業力の強化を図りました。また、前連結会計年度の平成26年６月に取得した
「おくたま路」が通期での営業となったことが業績に寄与いたしました。

この結果、売上高は1,919百万円（前連結会計年度比8.3％増）、営業利益は20百万円（前連
結会計年度は営業損失21百万円）となりました。
[遊園地事業]

那須りんどう湖 LAKE VIEWでは、花火大会やナイトイルミネーションなど話題性のあるイ
ベントにより集客に努めた他、集客の回復に遅れのあった学校などの団体集客の営業を強化し
てまいりました。また、販売費及び一般管理費全般にわたり経費の低減に努めました。

この結果、売上高は1,306百万円（前連結会計年度比4.2％増）、営業利益114百万円（同
58.1％増）となりました。

－ 4 －

事業の経過および成果（経企）
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事業区分別の売上高は以下のとおりです。

事　業　区　分

第67期
（平成27年4月期）
（前連結会計年度）

第68期
（平成28年4月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

ホ テ ル 事 業 15,263 84.0 16,592 84.1 1,329 8.7

施 設 運 営 事 業 1,771 9.7 1,919 9.7 147 8.3

遊 園 地 事 業 1,253 6.9 1,306 6.6 52 4.2

調 整 額 △100 △0.6 △97 △0.5 3 ―

合 計 18,188 100.0 19,721 100.0 1,532 8.4

②　設備投資の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は2,011百万円であります。
その主なものは、既存施設の改装に伴うものであります。なお、当連結会計年度における事

業所の状況は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

事業
区分 事業所 竣工年月 項目 投資額

ホ テ ル
事 業

成 田
平成27年10月 本館８-９階の客室改装 238

平成28年 ４ 月 本館、西館外壁塗装およびシーリン
グ工事 159

浅 草 平成27年 ８ 月 ４階飛翔他改修工事 202
平成27年10月 26階武藏改修復旧工事 148

秋 田 平成27年 ８ 月 チャペル新設工事 121
伊 良 湖 平成28年 ３ 月 ６階客室改装工事 101
両 国 平成27年11月 ４-10階の客室改装 416

その他 626
当連結会計年度設備投資合計 2,011

－ 5 －

事業の経過および成果（経企）、設備投資の状況（経理）
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③　資金調達の状況
当連結会計年度中に、主に設備投資資金として、金融機関より長期借入金1,400百万円の調達

を行いました。

⑵　財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況

区 分 第65期
(平成25年４月期)

第66期
(平成26年４月期)

第67期
(平成27年４月期)

第68期
(当連結会計年度)
(平成28年４月期)

売 上 高(百万円) 16,820 17,645 18,188 19,721

経 常 利 益(百万円) 851 774 1,058 1,258

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 404 418 587 706

１株当たり当期純利益 (円) 42.90 44.41 61.32 73.11

総 資 産(百万円) 22,268 21,953 22,866 24,162

純 資 産(百万円) 12,645 13,148 14,118 14,543

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,340.84 1,394.17 1,463.95 1,503.31

(注)１．当社では、第66期より連結計算書類を作成しております。なお、第65期につきましては、「連結財
務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づいて連結財務
諸表を作成しておりますので、参考までに当該数値を記載しております。

２．当社は、平成24年８月10日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っておりま
す。第65期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益および1株当たり
純資産を算定しております。

－ 6 －

資金調達の状況（経理）、財産および損益の状況の推移（経理）
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　②　当社の財産および損益の状況

区 分 第65期
(平成25年４月期)

第66期
(平成26年４月期)

第67期
(平成27年４月期)

第68期
(当事業年度)

(平成28年４月期)

売 上 高(百万円) 14,033 14,705 14,995 16,284

経 常 利 益(百万円) 515 543 785 1,123

当 期 純 利 益(百万円) 134 214 368 615

１株当たり当期純利益 (円) 14.23 22.78 38.49 63.69

総 資 産(百万円) 19,935 19,414 19,954 20,992

純 資 産(百万円) 10,777 10,991 11,706 12,157

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,142.67 1,165.44 1,213.80 1,256.71

(注)　当社は、平成24年8月10日付で普通株式5株につき普通株式1株の割合で株式併合を行っております。
第65期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、1株当たり当期純利益および1株当たり純資産を
算定しております。

⑶　重要な子会社の状況

会　　　社　　　名 資 本 金 当 社 の
議 決 権 比 率 主要な事業内容

那 須 興 業 株 式 会 社 44百万円 100.0％ 遊園地事業
ホテル事業

日 本 ビ ュ ー ホ テ ル
事 業 株 式 会 社 40 100.0 施設運営事業

　(注)　当社の連結子会社は上記の重要な子会社２社を含む計3社であり、非連結子会社は１社であ
ります。

－ 7 －

財産および損益の状況の推移（経理）、重要な子会社の状況（総務）
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⑷　対処すべき課題
当社グループは、「顧客第一主義を基本に、いつまでも信頼される日本有数のホテルチェーン

を目指し、魅力ある商品と心のこもったサービスを通じて、顧客の安全はもとより、感動と歓び
を提供し続けることにより、グローバル社会に対応できる企業として地域社会の発展と国際親善
に貢献する」という経営理念の下に事業活動を行っております。この理念の実現に向けて、平成
28年４月期を初年度とする３ヶ年の中期経営計画「VIEW HOTELS V-STAGE 280」を策定し、
基本的な経営戦略を定めております。この戦略の実行にあたって、下記の事項を対処すべき課題
として認識し、経営に取り組んでまいります。

① 事業基盤の拡大
当社グループは、事業基盤と収益力の拡充による中長期的な企業価値の向上のため、施設の新

設や既存施設のリニューアルを中心とした戦略投資を実施しております。
これまで、旗艦ホテルである浅草ビューホテルを中心に、客室、レストラン、宴会場等の改装

を実施してまいりましたが、今後も既存ホテルや遊園地の改装等の戦略的な設備投資を行ってま
いります。

また、新規ホテルの展開や関連事業・周辺事業への進出により成長基盤の拡大を図るため、事
業開発室を主管部署として国内および海外において今後の新たな拠点を開発していくことで、収
益力の強化に取り組んでまいります。

② 安全・安心確保のための取り組み
当社グループは、顧客の安全・安心の確保が最重要事項であると考えており、施設の安全性向

上を目的とした設備投資、防災防犯体制の強化、より安全な食の提供等に取り組んでおります。
施設の安全性の向上につきましては、継続的に補強や改修への投資を実施してまいりましたが、

これまで発生した大規模な自然災害からの教訓や当社グループの施設内での事故からの反省等を
踏まえ、今後も当社グループの各施設における検証を重ね、より高い安全性の確保に取り組んで
まいります。

また、当社グループの事業においては、顧客への飲食の提供が主要なサービスの1つであり、特
に食品の衛生品質管理と正確な情報の提供が重要であると考えております。社員への啓蒙や外部
の専門業者による講習会の実施、定期的な検査などにより衛生管理体制の強化に努める他、表示
の正確性確保のため、社内のチェック体制および社員教育等の強化を行っており、今後もこれら
を継続していくことで、顧客に安全・安心を提供する体制の強化を進めてまいります。

－ 8 －

対処すべき課題（経企）



2016/06/28 17:42:57 / 16183115_日本ビューホテル株式会社_招集通知（Ｃ）

③ 人材の育成
日本国内における少子高齢化に伴う労働人口の減少は、労働集約型産業であるホテル業の人材

確保を困難にするとともに、賃金の上昇による人件費の増加に繋がる可能性があります。このよ
うな社会情勢において当社グループが成長していくためには、非正規雇用社員も含めた社員教育
の充実が不可欠であります。現在本社総務部および事業統括部を主管部署として、階層別、部門
別の体系的な社員教育、人材育成のプログラムを策定しスタートさせております。今後このプロ
グラムを更に充実させ、社員一人一人の能力向上に取り組んでまいります。

また、新入社員研修期間におけるジョブローテーションを継続していくことにより社員の多様
な能力を引き出すとともに、非正規雇用社員の活用も含め適材適所かつ効率的な人員配置を実施
し、企業グループ全体で労働生産性を高めてまいります。

④ 集客力と収益力の強化
当社グループが経営するホテルや遊園地は其々長年にわたる経営の継続により顧客からの支持

や取引先からの信頼を確立してまいりました。一方、経済情勢の変化、競合施設の新規出店、顧
客層とそのライフスタイルの変化などに鑑み、今後は新たな戦略が必要であると認識しており、
以下の営業部門別の基本戦略を定め、取り組んでいくことで、集客力と収益力の強化を図ってま
いります。

ⅰ）宿泊部門
・レベニューマネジメント（需要動向予測に基づく料金プラン設定）による収益の最大化
・改装やメンテナンスによる快適な客室環境の整備と江戸下町情緒などを織り込んだ魅力ある
  商品企画
ⅱ）婚礼部門
・ビューホテルウェディングのコンセプトおよびイメージの浸透による集客力の強化
・教育研修によるブライダルプランナーの接遇力と成約率のレベルアップ
ⅲ）一般宴会部門
・教育研修による営業担当者の接遇力と成約率のレベルアップ
・顧客リストの活用と新規法人顧客の開拓のための営業体制の強化
ⅳ）レストラン部門
・世代や国籍など多様な顧客に楽しんでいただける料理と空間の創出
・インターネットやポイントカードシステムを活用した積極的な情報発信による集客

－ 9 －

対処すべき課題（経企）
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⑸　主要な事業内容（平成28年４月30日現在）
事 業 区 分 事　業　内　容

ホ テ ル 事 業 ホテルの経営

施 設 運 営 事 業
ホテル・旅館・保養所等の経営、運営受託、運営指導、ビル管
理、有料職業紹介等の事業

遊 園 地 事 業 遊園地の経営

⑹　主要な営業所（平成28年４月30日現在）
事業区分 主要な営業所等

ホテル事業

【日本ビューホテル株式会社】
浅草ビューホテル（東京都台東区）
成田ビューホテル（千葉県成田市）
秋田ビューホテル（秋田県秋田市）
高崎ビューホテル（群馬県高崎市）
伊良湖ビューホテル（愛知県田原市）
両国ビューホテル（東京都墨田区）
【那須興業株式会社】
ホテルビューパレス（栃木県那須郡那須町）

施設運営事業

【日本ビューホテル事業株式会社】
ぎょうけい館（千葉県銚子市）
ホテルグリーンパール那須（栃木県那須郡那須町）
ホテルプラザ菜の花（千葉県千葉市）
おくたま路（東京都青梅市）
ビル管理秋田営業所（秋田県秋田市）
ビル管理郡山営業所（福島県郡山市）

遊園地事業
【那須興業株式会社】
那須りんどう湖 ＬＡＫＥ ＶＩＥＷ（栃木県那須郡那須町）

　　（注）両国ビューホテルは、平成27年11月１日に開業した新規事業所であります。

－ 10 －

主要な事業内容（総務）、主要な営業所（総務）
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⑺　使用人の状況（平成28年４月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事　　業　　区　　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

ホ テ ル 事 業 747（577）名 98名増 （ 4名減）

施 設 運 営 事 業 95（185）名 2名減（10名増）

遊 園 地 事 業 58  （79）名 1名増 （ 9名増）

合 計 900（841）名 97名増（15名増）
　(注)　使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　　）内に年間の平均人員を
　　　外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

735（561）名 103名増（4名減） 35.2歳 11.5年

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　　）内に年間の平均人員を外
　　　数で記載しております。

－ 11 －

従業員の状況（総務）
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⑻　主要な借入先（平成28年４月30日現在）

借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,289百万円

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 937

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 837

株 式 会 社 り そ な 銀 行 718

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 456

株 式 会 社 秋 田 銀 行 404

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 333

株 式 会 社 み な と 銀 行 100

株 式 会 社 東 邦 銀 行 50

株 式 会 社 群 馬 銀 行 50

（注）借入額には、下記社債が含まれています。
株式会社みずほ銀行保証付および適格機関投資家限定の無担保社債　　260百万円
株式会社三井住友銀行保証付および適格機関投資家限定の無担保社債　323百万円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 12 －

主要な借入先（経理）、その他会社の現況に関する重要な事項（経企）
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年４月30日現在）

①　発行可能株式総数　　　　　　　　　37,000,000株
②　発行済株式の総数　　　　　　　　　  9,674,425株
＊発行済株式の総数は、ストックオプションの行使により30,000株増加しております。
③　株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　7,311名
④　大株主（上位11名）

株　　　主　　　名 持　株　数 持 株 比 率

ヒ ュ ー リ ッ ク 株 式 会 社 2,528,856株 26.14％

株 式 会 社 立 飛 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 560,000 5.79

名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社 480,000 4.96

日 本 ビ ュ ー ホ テ ル グ ル ー プ 社 員 持 株 会 259,484 2.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 222,000 2.29

CDIB ＆ Partners Investment Holding Pte.Ltd. 173,000 1.79

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 134,600 1.39

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 129,600 1.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 127,800 1.32

サ ン ト リ ー 酒 類 株 式 会 社 120,000 1.24

株 式 会 社 り そ な 銀 行 120,000 1.24
　（注）自己株式は所有しておりません。

－ 13 －

会社の株式に関する事項（総務）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/06/28 17:42:57 / 16183115_日本ビューホテル株式会社_招集通知（Ｃ）

⑵　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（平成28年４月30日現在）

会社における地位 氏　名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 石 井 一 男

専 務 取 締 役 遠 藤 由 明 全社統括補佐、総務部、仕入管理室担当

常 務 取 締 役 遠 藤 忠 義 本社営業部、事業開発室担当

取 締 役 相 談 役 鹿 野 建 治

取 締 役 矢 島 　 学
経理部、経営企画部、子会社管理担当
那須興業株式会社取締役
日本ビューホテル事業株式会社取締役

取 締 役 小 池 茂 之 直営事業所、事業統括部担当
那須興業株式会社取締役

取 締 役 髙 木 　 茂 銀座法律会計事務所（弁護士）
バイオテック株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 井 倉 研 二 那須興業株式会社監査役
日本ビューホテル事業株式会社監査役

監 査 役 前 田 達 宏 前田達宏公認会計士事務所代表
（公認会計士・税理士）

監 査 役 森 　 俊 明

ＢＥ１総合会計事務所代表
（公認会計士・税理士）
株式会社ＢＥ１総合会計事務所代表取締役
株式会社ひまわりホールディングス社外監査役
株式会社文教堂グループホールディングス社外
取締役
大光ビルサービス株式会社監査役

（注）１．取締役髙木茂氏は、社外取締役であります。
２．監査役前田達宏氏および森俊明氏は、社外監査役であります。
３．監査役前田達宏氏および森俊明氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務

および会計に関する相当程度の知見を有しております。

－ 14 －

会社役員に関する事項（総務）
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４．当社は、髙木茂氏、前田達宏氏および森俊明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、森俊明氏は株式会社ＢＥ１
総合会計事務所の代表取締役であり、当社は同社と過去に株価算定業務の取引があり
ますが、その年間取引額および連結売上高に占める割合は、当社および同社において
も僅少であり、同氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しております。

－ 15 －

会社役員に関する事項（総務）
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５．当事業年度中における取締役の地位および担当等の異動は次のとおりであります。
氏　名 異動前 異動後 異動年月日

遠 藤 由 明

常務取締役
直営事業所、事業統括
部、子会社（業績管理）
担当

専務取締役
全社統括補佐、直営事業
所、事業統括部、子会社
（業績管理)担当

平成27年５月１日

専務取締役
全社統括補佐、直営事業
所、事業統括部、子会社
（業績管理)担当

専務取締役
全社統括補佐、総務部、
仕入管理室担当 平成28年３月16日

矢 島 　 学

取締役
経理部担当

取締役
経理部、経営企画部、子
会社（経営管理）担当

平成27年６月９日

取締役
経理部、経営企画部、子
会社（経営管理）担当

取締役
経理部、経営企画部、子
会社管理担当

平成28年３月16日

小 池 茂 之
取締役
仕入管理室長委嘱、総務
部担当

取締役
直営事業所、事業統括部
担当

平成28年３月16日

６．当事業年度中の重要な兼職の異動について
　　①常務取締役櫻井健博氏は、平成27年６月４日付で日本ビューホテル事業株式会社お

よび那須興業株式会社の取締役を退任いたしました。
　　②取締役小池茂之氏は、平成27年６月30日付で那須興業株式会社の取締役に就任いた

しました。

－ 16 －

会社役員に関する事項（総務）
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②　事業年度中に退任した取締役および監査役
氏　名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当および

重要な兼職の状況

櫻 井 健 博 平成27年６月４日 逝去

常務取締役
経営企画部、子会社（経営管理）担当
那須興業株式会社取締役
日本ビューホテル事業株式会社取締役

松 尾 尚 弘 平成27年７月30日 辞任 社外監査役

小 松 英 明 平成27年７月30日 辞任
社外監査役
小松公認会計士事務所代表
（公認会計士・税理士）

③　取締役および監査役の報酬等の総額
区　　分 支給人員 支 給 額 摘　　　　　要

取 締 役 8名 98,183千円 （うち社外取締役1名、3,000千円）

監 査 役 5 15,100 （うち社外監査役4名、5,100千円）

合　計 13 113,283
（注）１．当事業年度末の取締役の人数は７名（うち社外取締役１名）であり、そのうち取締役

の報酬支給人員には、平成27年６月４日に退任した取締役１名を含みます。また、当
事業年度末の監査役の人数は３名（うち社外監査役２名）であり、そのうち監査役の
報酬支給人員には、平成27年７月30日に退任した社外監査役２名を含みます。

２．株主総会決議による取締役に対する報酬限度額は年額180百万円（ただし、使用人分
給与は含まない）であります。（平成２年７月定時株主総会)

３．株主総会決議による監査役に対する報酬限度額は年額24百万円であります。（昭和57
年7月定時株主総会）

４．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定方針の内容および決定方法につきまし
ては、当社グループ各事業年度の業績の進捗状況、中長期的な事業戦略の達成状況お
よび他社の水準等を総合的に勘案し、求められる能力および責任に見合った適正な水
準を設定しております。

－ 17 －

会社役員に関する事項（総務）
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④　責任限定契約に関する事項
当社と社外取締役および各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

⑤　社外役員に関する事項
イ　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役髙木茂氏は、銀座法律会計事務所の弁護士であり、かつバイオテック株式会社の
　社外監査役であります。当社と兼職先との間には、特別の関係はありません。
・監査役前田達宏氏は、前田達宏公認会計士事務所の代表であります。当社と兼職先との
　間には、特別の関係はありません。
・監査役森俊明氏は、株式会社ＢＥ１総合会計事務所の代表取締役であり、当社は同社と
　過去に株価算定業務の取引関係がありますが、その年間取引額および連結売上高に占め

　　　　　る割合は、当社および同社においても僅少であります。なお、当社と株式会社ひまわり
　　　　　ホールディングス、株式会社文教堂グループホールディングス、大光ビルサービス株式
　　　　　会社との間には、特別の関係はありません。

ロ　当事業年度における主な活動状況

氏　　　名 会社における地位 主な活動内容

髙 木 　 茂 取 締 役 当事業年度開催の取締役会17回全てに出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。

前 田 達 宏 監 査 役

平成27年７月30日に就任以降開催の取締役会14回のう
ち12回に出席し、公認会計士としての専門的見地から取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発
言を行っております。また同日就任以降開催の監査役
会10回のうち９回に出席し、必要な発言を適宜行ってお
ります。

森 　 俊 明 監 査 役

平成27年７月30日に就任以降開催の取締役会14回全て
に出席し、公認会計士としての専門的見地から取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行
っております。また同日就任以降開催の監査役会10回
全てに出席し、必要な発言を適宜行っております。

ハ　独立社外取締役等との情報交換等について
　　　監査役会は「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の下、独立社外取締役および監
　　査役がその職務を適切に遂行することができるよう、定期的に会合をもつこととしており、
　　平成28年３月に実施いたしました。

－ 18 －

会社役員に関する事項（総務）
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⑶　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 29百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益
の合計額

31

 (注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、コンフォートレター作成
業務およびコーポレートガバナンス・コード策定に係る助言業務であります。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役
は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告
いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結することができる旨の定款規定を設けておりますが、会計監査人との間に責任限定契
約は締結しておりません。

－ 19 －

会計監査人の状況（経理）
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⑷　業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制について、決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
(１)当社および当社子会社（以下、あわせて「当社グループ」という。）の取締役および使

用人が法令および定款を遵守し、公正で高い倫理観に基づいた企業活動を行うため、コ
ンプライアンスに関する規程および当社グループ全体に適用する「企業倫理綱領」を制
定し、企業倫理規範、企業行動基準、実施要綱を定める。

(２)コンプライアンスの実効性を確保するため、総務部を主管部門として定め、コンプライ
アンスに関する重要な問題は取締役会で審議し、決定する。また事業所および子会社ご
とにコンプライアンス責任者および担当者を選任して法令遵守意識の定着と運用の徹底
を図る。

(３)コンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに総務部に報告する体制を構築す
る。また通報先を社内または社外のいずれか、またはその両方とする内部通報窓口を設
置する。是正、改善の必要があるときには、速やかに適切な措置を講ずる。

(４)コンプライアンス徹底のための取り組み状況については、取締役会および監査役会に定
期的に報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に対する体制
(１)取締役の職務の執行に係る情報は､文書化（電磁的記録を含む）の上、経営判断などに用

いた関連資料とともに保存する。文書管理に関する主管部門は総務部とし管理対象文書
の保存期間および管理方法などを規程に定める。

(２)取締役の職務の執行に係る情報は､取締役または監査役などから要請があった場合に備
え、適時閲覧可能な状態を維持する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(１)経営に重大な影響を及ぼす当社グループのリスクを統合的に把握し、リスク管理を徹底

するため､総務部を主管部門としリスクへの対応を行う。また事業所および子会社ごと
のリスク管理については事業所長および子会社の代表取締役社長が責任者となり、リス
ク管理の徹底に取り組むなど、平時の予防体制を整備する。

－ 20 －

会社の体制および方針（経企）
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(２)当社グループの経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生し、または発生する恐れが
ある場合の体制を事前に整備するように努め、危機管理対策などの指針に基づき対応す
る。また重要なリスク管理の問題については取締役会で審議し、決定する。

(３)内部監査室は当社グループのリスク管理体制の有効性を監査し、取締役会､監査役会に報
告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(１)取締役会の運営に関する規程を定めるとともに､取締役会を原則として月１回開催する

ほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また常勤取締役および常勤監査役が出席する
経営諮問会議を設置し原則として月1回開催する。

(２)取締役会の決議により、業務の執行を担当する執行役員を選任し､会社の業務を委任す
る。執行役員は､取締役会で決定した会社の方針および代表取締役社長の指示のもとに
業務を執行する。

(３)事業計画に基づき予算を明示し､事業部門の目標と責任を明確にするとともに､予算と実
績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

(４)経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ＩＴシステム
の整備を進め、当社グループ全体の最適化を図る。

⑤　当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(１)当社グループに適用する「企業倫理綱領」を制定し、企業倫理規範､企業行動基準､実施

要綱を定め、グループ間におけるコンプライアンスの周知徹底と体制の構築を図る。
(２)当社グループにおける内部統制の構築を目指し、当社グループ全体の内部統制に関する

担当部署を経営企画部に定めるとともに､グループ各社間での内部統制に関する協議､情
報の共有化、指示伝達などが効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

(３)当社取締役および当社子会社の代表取締役社長は、各部門の業務執行の適正を確保する
内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

(４)内部監査室は、当社グループのコンプライアンス体制の有効性について監査を行う。
⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
(１)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを要請した場合は、必要とされる職務

に適する従業員がその職務について監査役の補助をするものとする。
(２)監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員は、その命令に関して、取締役の指揮

命令を受けず優先して監査役の補助に係る業務に従事するものとし、取締役からの独立
性を確保する。

－ 21 －
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⑦　当社グループの取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報
告に関する体制並びに報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
(１)当社グループの取締役および使用人は、監査役に対して経営の状況、事業の遂行状況、財

務の状況その他経営上の重要な事項を定期的に報告する。
(２)当社グループの取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実、取

締役の職務遂行に関する不正行為、コンプライアンスに抵触する重大な事実、その他重
要な事実が発生した場合、監査役に対して速やかに報告する。

(３)監査役へ報告を行った取締役および使用人等に対し、不利益な取扱いを行うことを禁止
し、その旨を当社グループの取締役および使用人に周知徹底する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(１)監査役は、取締役会に出席するほか、重要な会議に出席し、必要があると認めたときは

意見を述べることができる。
(２)監査役は、定期的に代表取締役社長、会計監査人と意見交換会を開催する。
(３)監査役がその職務の執行について、必要な費用の請求をしたときは、その費用は会社が

負担するものとし、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑸　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、コンプライアンス規程に基づき、総務担当取締役を委員長とするコンプライアン
ス委員会を当事業年度において４回開催し、コンプライアンス体制の整備および見直し、内
部通報事案についての調査、分析、対応策の協議などを行なっております。また従業員にコ
ンプライアンスマニュアルを配布するなど、コンプライアンス違反の防止に努めております。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、リスク管理規程に基づき、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を当
事業年度において４回開催し、安全・衛生管理や情報セキュリティおよび業務プロセスにお
けるリスク管理に係るリスクの評価およびその対応策の検討を行うとともに、リスクの軽減
に努めております。

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、毎月開催する定例取締役会と必要に応じて開催する臨時取締役会を合わせ、当事
業年度において17回の取締役会を開催し、業務執行の意思決定およびその監督の実効性を確
保しております。また、常勤役員による経営諮問会議を当事業年度において９回開催し、業
務執行の具体的な内容を審議し、意思決定および監督の有効性を高めております。

－ 22 －
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④　当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社における重要事項の決定については、「子会社管理規程」に則り、定められた事項
について当社における承認および当社に対する報告をおこなっており、業務の適正を確保し
ております。また、監査役および内部監査室は子会社を含むグループの業務について監査を
実施しております。

⑤　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、当事業年度において監査役会を14回開催し、監査に関する重要な事項について報

告を受け、協議・決議を行っております。また、監査役は経営諮問会議等の重要な会議への
出席、稟議書等の重要書類の閲覧、代表取締役との意見交換などにより、業務執行の確認と
監査の実効性の確保を図っております。

－ 23 －
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⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主尊重の立場から、株主利益を守り継続かつ安定した配当を実施することが経営

の重要な要素であると認識しており、将来の事業展開と経営の体質強化のための内部留保を確
保しつつ、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。連結配当性向につきましては、
目標を30％以上として経営に取り組んでおります。内部留保資金の使途につきましては、今後
予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上に競争力を高め、市場ニーズに応える商
品・サービス体制を強化し、さらには、事業基盤の拡大を図るために有効投資をしてまいりた
いと考えております。

なお、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当は、株主総会の決議によら
ず取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。

また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことの他、基準日を定めて
剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めております。

当期の期末配当につきましては、当期業績並びに今後の業績見通し、財務の状況および配当
性向等を総合的に勘案し、１株当たり22円の他、東京証券取引所市場第一部指定を記念いたし
まして５円の記念配当を実施し、合わせて27円とすることといたしました。この結果、当事業
年度の連結配当性向は、36.9％となりました。

－ 24 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年４月30日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,260
3,572

869
211
137
471
△0

18,901
17,097
10,066

259
570

5,974
226

0
1,405
1,380

25
399
40
94

168
195

△99

流 動 負 債 4,876
買 掛 金 1,026
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 165
1年内返済予定の長期借入金 1,389
リ ー ス 債 務 44
未 払 金 1,306
未 払 法 人 税 等 190
未 払 消 費 税 等 174
賞 与 引 当 金 241
ポ イ ン ト 引 当 金 34
そ の 他 303

固 定 負 債 4,742
社 債 418
長 期 借 入 金 3,203
リ ー ス 債 務 78
退 職 給 付 に 係 る 負 債 594
資 産 除 去 債 務 47
長 期 未 払 金 245
そ の 他 153
負 債 合 計 9,618

純 資 産 の 部
株 主 資 本 14,538
資 本 金 2,766
資 本 剰 余 金 1,686
利 益 剰 余 金 10,085

その他の包括利益累計額 4
その他有価証券評価差額金 1
退職給付に係る調整累計額 3

純 資 産 合 計 14,543
資 産 合 計 24,162 負 債 純 資 産 合 計 24,162

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(平成27年 5 月 1 日から
平成28年 4 月30日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 19,721
売 上 原 価 5,030

売 上 総 利 益 14,690
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,363

営 業 利 益 1,327
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2
受 取 配 当 金 0
受 取 賃 貸 料 17
そ の 他 75 96

営 業 外 費 用
支 払 利 息 88
資 金 調 達 費 用 3
株 式 公 開 費 用 14
支 払 手 数 料 47
そ の 他 11 164

経 常 利 益 1,258
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0
受 取 保 険 金 112 112

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 246
固 定 資 産 圧 縮 損 69 315
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,055
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 295
法 人 税 等 調 整 額 53 348
当 期 純 利 益 706
親会社株主に帰属する当期純利益 706

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年 5 月 1 日から
平成28年 4 月30日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 2,751 1,671 9,572 13,995
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 15 15 30
剰 余 金 の 配 当 △192 △192
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 706 706

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 15 15 513 543
当 期 末 残 高 2,766 1,686 10,085 14,538

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 3 120 123 14,118
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 30
剰 余 金 の 配 当 △192
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 706

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △1 △117 △118 △118

当 期 変 動 額 合 計 △1 △117 △118 424
当 期 末 残 高 1 3 4 14,543

　（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成28年４月30日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,245
2,798

741
138
59

111
232
164
△0

16,746
14,960
9,229

165
179
32

455
4,866

31
1,394
1,380

4
9

391
29
34
20
3

25
154
111
13

△2

流 動 負 債 4,342
買 掛 金 879
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 165
1年内返済予定の長期借入金 1,369
リ ー ス 債 務 36
未 払 金 1,071
未 払 法 人 税 等 185
未 払 消 費 税 等 129
前 受 金 134
預 り 金 123
賞 与 引 当 金 193
ポ イ ン ト 引 当 金 29
そ の 他 24

固 定 負 債 4,491
社 債 418
長 期 借 入 金 3,023
リ ー ス 債 務 57
退 職 給 付 引 当 金 545
資 産 除 去 債 務 47
長 期 未 払 金 245
長 期 預 り 保 証 金 153
負 債 合 計 8,834

純 資 産 の 部
株 主 資 本 12,156
資 本 金 2,766
資 本 剰 余 金 1,685
資 本 準 備 金 1,676
そ の 他 資 本 剰 余 金 9

利 益 剰 余 金 7,704
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,704
繰 越 利 益 剰 余 金 7,704

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1
その他有価証券評価差額金 1

純 資 産 合 計 12,157
資 産 合 計 20,992 負 債 純 資 産 合 計 20,992

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(平成27年 5 月 1 日から
平成28年 4 月30日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 16,284
売 上 原 価 4,307

売 上 総 利 益 11,976
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,779

営 業 利 益 1,197
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 0
受 取 賃 貸 料 16
業 務 受 託 料 10
そ の 他 58 86

営 業 外 費 用
支 払 利 息 84
資 金 調 達 費 用 3
株 式 公 開 費 用 14
支 払 手 数 料 47
そ の 他 10 160

経 常 利 益 1,123
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0
受 取 保 険 金 112 112

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 238
固 定 資 産 圧 縮 損 69 307

税 引 前 当 期 純 利 益 928
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 276
法 人 税 等 調 整 額 36 312

当 期 純 利 益 615
（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年 5 月 1 日から
平成28年 4 月30日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
株主資本
合 計資 本

準 備 金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,751 1,661 9 1,670 7,281 7,281 11,704
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 15 15 15 30
剰 余 金 の 配 当 △192 △192 △192
当 期 純 利 益 615 615 615
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 15 15 － 15 422 422 452
当 期 末 残 高 2,766 1,676 9 1,685 7,704 7,704 12,156

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 2 2 11,706
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 30
剰 余 金 の 配 当 △192
当 期 純 利 益 615
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △1 △1 △1

当 期 変 動 額 合 計 △1 △1 451
当 期 末 残 高 1 1 12,157

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年６月14日

日本ビューホテル株式会社
　取　締　役　会　御　中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 廿 樂 眞 明 　 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 下 　 聖 　 印

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき､日本ビューホテル株式会社の平成27年５
月１日から平成28年４月30日までの連結会計年度の連結計算書類､すなわち､連結貸借対照表､連
結損益計算書､連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った｡
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

－ 31 －
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、日本ビューホテル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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　計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年６月14日

日本ビューホテル株式会社
　取　締　役　会　御　中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 廿 樂 眞 明 　 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 下 　 聖 　 印

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき､日本ビューホテル株式会社の平成
27年５月１日から平成28年４月30日までの第68期事業年度の計算書類､すなわち､貸借対照表､
損益計算書､株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った｡
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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　監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年５月１日から平成28年４月30日までの第68期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る
事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3)連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年６月20日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 日本ビューホテル株式会社　監査役会
常勤監査役 井　倉　　研　二　印
社外監査役 前　田　　達　宏　印
社外監査役 森　　　　俊　明　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

－ 35 －

監査役会の監査報告（総務）
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株主総会参考書類

議案および参考書類

第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
（１）取締役および監査役が、その期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議によっ

て法令の定める範囲で責任を免除することができる旨の規定として、定款第31条（取締役の責
任免除）および第41条（監査役の責任免除）を新設するものであります。

　　　　なお、定款第31条（取締役の責任免除）の新設に関しましては、各監査役の同意を得ており
ます。

（２）上記条文の新設に伴い、必要となる条数の繰り下げ、および用語の修正等をするものでありま
す。

２．変更の内容
　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現行定款 変更案

（役付取締役）
第26条　取締役会はその決議をもって取締役の中か
ら、取締役会長、取締役社長各1名並びに取締役副会
長、取締役副社長、専務取締役、常務取締役及び取締
役相談役各若干名を定めることができる。

第27条～第30条　（条文省略）

（新設）

（役付取締役）
第26条　取締役会はその決議をもって取締役の中か
ら、取締役会長、取締役社長各1名並びに取締役副会
長、取締役副社長、専務取締役、常務取締役及び取締
役相談役を各若干名定めることができる。

第27条～第30条　（現行通り）

（取締役の責任免除）
第31条　当会社は、会社法第426条第1項の規定によ
り、取締役会の決議をもって、同法第423条第1項の取
締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において免除することができる。

－ 36 －

定款一部変更の件（経企）
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現行定款 変更案

第31条～第36条　（条文省略）

（監査役会の決議）
第37条　監査役会の決議は法令に別段の定めある場
合を除き、監査役の過半数をもって行う。

第38条～第39条　（条文省略）

（新設）

第40条～第44条　（条文省略）

（会計監査人の責任免除）
第45条　当会社は、会社法第427条第1項の規定によ
り、会計監査人との間に同法第423条第1項の行為によ
る賠償責任を限定する契約を締結することができる。
但し、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定
する額とする。

第46条～第49条　（条文省略）

第32条～第37条　（現行通り）

（監査役会の決議）
第38条　監査役会の決議は法令に別段の定めのある
場合を除き、監査役の過半数をもって行う。

第39条～第40条　（現行通り）

（監査役の責任免除）
第41条　当会社は、会社法第426条第1項の規定によ
り、取締役会の決議をもって、同法第423条第1項の監
査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、
法令の限度において免除することができる。

第42条～第46条　（現行通り）

（会計監査人の責任限定契約）
第47条　当会社は、会社法第427条第1項の規定によ
り、会計監査人との間に、同法第423条第1項の行為に
よる損害賠償責任を限定する契約を締結することがで
きる。但し、当該契約に基づく責任の限度額は、法令
が規定する額とする。

第48条～第51条　（現行通り）

－ 37 －

定款一部変更の件（経企）
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第２号議案　取締役10名選任の件
　取締役全員（７名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経
営体制の強化のため３名を増員し、取締役10名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）
新任/重任の
別と在任年数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数
（当事業年度
中の取締役会
出 席 回 数 ）

１

い し

石
 

　
い

井
 

　
か ず

一
 

　
お

男
(昭和24年3月28日)

重任
在任６年

昭和46年４月 当社入社

16,000株

（17/17回）

平成14年７月 日本ビューホテル事業株式会社代表取締役社長
平成22年５月 当社常務執行役員
平成

平成

22

23

年

年

７

５

月

月

当社常務取締役　事業開発部、調理・仕入管理
部、子会社担当
当社常務取締役　直営事業所、事業統括室、本
社営業本部担当

平成24年５月 当社代表取締役専務
平成25年７月 当社代表取締役社長（現任）

２

え ん

遠
 

　
ど う

藤
 

　
よ し

由
 

　
あ き

明
(昭和34年12月4日)

重任
在任６年

昭和57年４月 当社入社

25,000株

（17/17回）

平成15年４月 当社営業部長
平成17年８月 当社執行役員　伊良湖ビューホテル総支配人
平成22年７月 当社取締役　総務部、広報宣伝事業部担当
平成24年５月 当社取締役　仕入管理室長委嘱、総務部担当
平成25年７月 日本ビューホテル事業株式会社取締役
平成26年８月 当社常務取締役　仕入管理室長委嘱、総務部、

事業開発室担当
平成27年３月 当社常務取締役　直営事業所、事業統括部、子

会社（業績管理）担当
平成27年５月 当社専務取締役　全社統括補佐、直営事業所、

事業統括部、子会社（業績管理）担当
平成28年３月 当社専務取締役　全社統括補佐、総務部、仕入

管理室担当（現任）

３

え ん

遠
 

　
ど う

藤
 

　
た だ

忠
 

　
よ し

義
(昭和25年12月25日)

重任
在任６年

昭和49年４月 当社入社

25,000株

（17/17回）

平成17年８月 当社執行役員　成田ビューホテル総支配人
平成20年７月 当社常務執行役員　成田ビューホテル総支配人
平成22年７月 当社取締役　直営事業所、営業本部担当
平成23年５月 当社取締役　浅草ビューホテル総支配人委嘱
平成

平成

25

27

年

年

７

３

月

月

当社常務取締役　事業統括部、本社営業部、直
営事業所、子会社（業績管理）担当
当社常務取締役　本社営業部、事業開発室担当
（現任）

－ 38 －

取締役10名選任の件（総務）
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候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）
新任/重任の
別と在任年数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数
（当事業年度
中の取締役会
出 席 回 数 ）

４

や

矢
 

　
じ ま

島
 

　
 

　
 

　
まなぶ

学
(昭和36年11月17日)

重任
在任８年

昭和59年４月 当社入社

9,000株

（17/17回）

平成14年８月 当社経理部長
平成19年７月 当社執行役員　経理部長
平成20年７月 当社取締役　経理部長委嘱
平成25年７月 那須興業株式会社取締役（現任）
平成26年８月 日本ビューホテル事業株式会社取締役（現任）
平成27年３月 当社取締役　経理部担当
平成

平成

27

28

年

年

６

３

月

月

当社取締役　経理部、経営企画部、子会社（経
営管理）担当
当社取締役　経理部、経営企画部、子会社管理
担当（現任）

５

こ

小
 

　
い け

池
 

　
し げ

茂
 

　
ゆ き

之
(昭和32年8月2日)

重任
在任３年

平成８年６月 株式会社ホテル・ザ・サンラク入社

1,602株

（17/17回）

平成15年12月 高崎ビューホテル株式会社入社
平成19年４月 当社秋田ビューホテル副総支配人
平成20年６月 高崎ビューホテル株式会社取締役総支配人
平成23年４月 当社が高崎ビューホテル株式会社を吸収合併

（当社執行役員　高崎ビューホテル総支配人）
平成23年５月 当社執行役員　浅草ビューホテル副総支配人
平成25年４月 当社執行役員　浅草ビューホテル総支配人
平成25年７月 当社取締役　浅草ビューホテル総支配人委嘱
平成27年３月 当社取締役　仕入管理室長委嘱、総務部担当
平成27年６月 那須興業株式会社取締役（現任）
平成28年３月 当社取締役　直営事業所、事業統括部担当（現

任）

６

と み

富　
な が

永　
ひ ろ

浩　
ひ と

仁
(昭和39年８月８日)

新任

昭和
平成

平成
平成
平成

平成

63
18

25
27
27

28

年
年

年
年
年

年

４
３

４
４
10

７

月
月

月
月
月

月

株式会社富士銀行　入行
株式会社みずほ銀行　証券部付　参事役
みずほキャピタル株式会社　出向
同行　守口支店長
同行　グループ人事部付　参事役
当社　出向
当社執行役員　経営企画部担当（現任）
同行　退職予定

－株

（－/－回）

７

い

伊　
た み

丹　
し ん

伸　
じ

治
(昭和41年８月27日)

新任

平成
平成

平成
平成
平成

元
25

26
26
28

年
年

年
年
年

４
４

３
５
３

月
月

月
月
月

当社入社
当社浅草ビューホテル副総支配人　宿泊・営
業・料飲担当
当社高崎ビューホテル　総支配人
当社高崎ビューホテル　執行役員総支配人
当社執行役員　総務部担当、仕入管理室長委嘱
（現任）

－株

（－/－回）

－ 39 －

取締役10名選任の件（総務）
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候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生年月日）
新任/重任の
別と在任年数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数
（当事業年度
中の取締役会
出 席 回 数 ）

８

【社外】
た か

髙
 

　
ぎ

木
 

　
 

　
 

　
しげる

茂
(昭和34年4月17日)

重任
在任２年２ヶ月

平成４年４月 土釜法律事務所入所

－株

（17/17回）

平成６年２月 山下法律事務所入所
平成９年６月 山下髙木法律事務所開設
平成
平成

12
22

年
年

８
１

月
月

髙木法律事務所開設
銀座法律会計事務所開設（現任）

平成26年５月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
銀座法律会計事務所（弁護士）
バイオテック株式会社　社外監査役

９

【社外】
に し

西　
う ら

浦　
さ ぶ

三　
ろ う

郎
(昭和23年６月10日)

新任

昭和46年４月 株式会社富士銀行　入行

－株

（－/－回）

平成５年５月 同行　目黒支店長
平成７年５月 同行　数寄屋橋支店長
平成10年６月 同行　取締役法人開発部長
平成11年５月 同行　取締役営業第一部長
平成12年８月 同行　常務執行役員法人グループ長兼法人開発

部長
平成14年４月 株式会社みずほ銀行　常務執行役員
平成16年４月 同行　取締役副頭取
平成18年３月 ヒューリック株式会社　代表取締役社長
平成28年３月 同社　代表取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）
ヒューリック株式会社　代表取締役会長
帝国繊維株式会社　社外監査役
株式会社ニチビ　社外監査役
一般社団法人日本経済団体連合会　常任幹事

10

【社外】
す

須　
が

賀　
か ず

一　
や

也
(昭和32年２月12日)

新任

昭和55年10月 監査法人サンワ東京丸の内事務所（現有限責任
監査法人トーマツ）入所

－株

（－／－回）

平成４年10月 須賀公認会計士事務所開設
平成12年４月 監査法人ネクスティ　代表社員（現任）
平成14年７月 当社監査役
平成19年７月 当社監査役退任（任期満了）

（重要な兼職の状況）
監査法人ネクスティ　代表社員
株式会社さいか屋　社外取締役
事業再生研究機構　理事
日本農業経営大学校　非常勤講師
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（注）１．髙木茂氏、西浦三郎氏および須賀一也氏は社外取締役候補者であります。
　　　２．候補者西浦三郎氏は、大株主であるヒューリック株式会社の代表取締役会長を兼務してお
　　　　　り、当社は同社との間で平成27年10月28日に資本・業務提携契約を締結しております。
　　　　　その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　３．個々の取締役候補者の選任理由は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名 取 締 役 候 補 者 の 選 任 理 由

1
い し

石
 

　
い

井
 

　
か ず

一
 

　
お

男
重任

ホテルの総支配人や事業開発業務の他、グループ会社および当社の
代表取締役として経営経験も豊富であります。その豊富な経験や知
見は、当社取締役会において充分に反映されることが期待されるた
め、取締役候補者といたしました。

2
え ん

遠
 

　
ど う

藤
 

　
よ し

由
 

　
あ き

明
重任

ホテルの営業販売および総支配人として、豊富な経験と幅広い見識
を有しております。また企業管理・運営業務に関する知見も有して
おり、取締役候補者といたしました。

3
え ん

遠
 

　
ど う

藤
 

　
た だ

忠
 

　
よ し

義
重任

ホテルの営業販売および総支配人として、豊富な経験と幅広い見識
を有しております。また事業開発等に精通するなど、事業経営に関
する知見を有しており、取締役候補者といたしました。

4
や

矢
 

　
じ ま

島
 

　
 

　
 

　
まなぶ

学
重任

経理・財務分野での豊富な経験を有しております。また経営企画の
分野や子会社の経営管理を推進するなど、企業管理等にも精通して
おり、取締役候補者といたしました。

5
こ

小
 

　
い け

池
 

　
し げ

茂
 

　
ゆ き

之
重任

ホテルの営業販売および総支配人として、豊富な経験と幅広い見識
を有しております。またマーケティング分野にも精通するなど、ホ
テルの運営業務に関する知見を有しており、取締役候補者といたし
ました。

6
と み

富　
な が

永　
ひ ろ

浩　
ひ と

仁
新任

金融機関では、金融・株式をはじめ多様な業務を経験され、豊富な
知見を有しております。現在は経営企画の部門を担当し、その経験
や知見が当社の成長戦略の強化拡充に期待できるため、取締役候補
者といたしました。

7
い

伊　
た み

丹　
し ん

伸　
じ

治
新任

ホテルの営業販売および総支配人として、幅広い知識と経験を有し
ております。現在は総務部・仕入管理の部門を担当し、今までの経
験や知見が、今後の企業管理・運営業務の拡充発展に期待できるた
め、取締役候補者といたしました。
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候 補 者
番 号

ふ り が な
氏 名 取 締 役 候 補 者 の 選 任 理 由

8
た か

髙
 

　
ぎ

木
 

　
 

　
 

　
しげる

茂
重任

社外取締役としてご活躍されているほか、弁護士として豊富な経験
と高い見識を持っております。同氏は社外役員となること以外の方
法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として
培ってきた知識や経験並びに高い法令遵守の精神を有しておられる
ことから、それらを当社の経営に反映していただきたいため、社外
取締役候補者といたしました。

9
に し

西　
う ら

浦　
さ ぶ

三　
ろ う

郎
新任

金融機関をはじめ、現在ヒューリック株式会社の代表取締役会長と
して会社経営に携わり、ご活躍されております。その豊富な知見と
経験を当社の経営に反映していただきたいため、社外取締役候補者
といたしました。

10
す

須　
が

賀　
か ず

一　
や

也
新任

事業再生研究機構の理事としてご活躍されているほか、公認会計士
としての豊富な経験と高い見識を持っております。同氏は社外役員
となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませ
んが、過去に社外監査役として当社の業務内容等へも精通いただい
ており、それらを踏まえて社外取締役候補者といたしました。

　　　４．髙木茂氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をも
　　　　　って２年２ヶ月となります。
　　　５．当社は、髙木茂氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
　　　　　損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任
　　　　　の限度額は、法令が規定する額となります。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を
　　　　　継続する予定であります。また、西浦三郎氏および須賀一也氏が選任された場合は、両氏
　　　　　との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。
　　　６．当社は、髙木茂氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同
　　　　　氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。ま
　　　　　た、須賀一也氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件および当社の『コーポ
　　　　　レートガバナンスに関する基本方針』に定める「独立性に関する基準（詳細は参考資料と
　　　　　して末尾に掲載しております）」の要件を満たしており、独立役員として届け出る予定で
　　　　　あります。

－ 42 －
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第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役森俊明氏は本定時株主総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選任をお願い
するものであります。なお、監査役候補者岡本雅弘氏は監査役森俊明氏の補欠候補者であり、その任
期は、当社現行定款第34条第２項の規定により、平成30年７月開催予定の第70回定時株主総会終結
の時までとなります。また本議案については、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

ふ り が な
氏 名
（生年月日）
新任/重任の
別と在任年数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数
（当事業年度
中の取締役会
および監査役
会出席回数）

【社外】
お か

岡　
も と

本　
ま さ

雅　
ひ ろ

弘
(昭和37年２月15日)

新任

昭和60年４月 株式会社富士銀行　入行

－株

【取締役会】
（－／－回）

【監査役会】
（－／－回）

平成
平成

15
19

年
年

３
11

月
月

株式会社みずほ銀行　法務部　次長
同行　業務監査部　監査主任

平成20年４月 同行　いわき支店長
平成24年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループ　法務

部　副部長
株式会社みずほ銀行　法務部　副部長
株式会社みずほコーポレート銀行　法務部　副
部長

平成25年10月 同行　法務部長
株式会社みずほ銀行　法務部長

平成28
同

年
年

４
７

月
月

同行　グローバル人事業務部付参事役（現任）
同行　退職予定

（注）１．岡本雅弘氏は社外監査役候補者であります。
　　　２．候補者岡本雅弘氏は現在、当社の特定関係事業者（主要な取引先）である株式会社みずほ
　　　　　銀行の使用人であり、過去５年間においても同行の使用人でありました。また、同氏は同
　　　　　行より過去２年間に使用人としての給与等を受けております。その他同氏と当社との間に
　　　　　は特別の利害関係はありません。
　　　３．監査役候補者の選任理由は、次のとおりであります。

ふ り が な
氏 名 監 査 役 候 補 者 の 選 任 理 由

お か

岡　
も と

本　
ま さ

雅　
ひ ろ

弘
新任

金融機関では、金融・監査・法務等の多様な業務を経験され、豊富
な知見を有しております。同氏は過去に会社経営に直接関与された
経験はありませんが、その見識並びに法務部門での高い法令遵守の
精神等を有しておられることより、それらが当社の監査体制の強化
拡充に期待できるため、社外監査役候補者といたしました。

　　　４．岡本雅弘氏が選任された場合は、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ
　　　　　き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、
　　　　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額となります。

－ 43 －
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任をお願
いするものであります。なお本議案については、監査役会の同意を得ております。また、本選任につ
きましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりその選任を取り消すこと
ができるものとさせていただきます。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

ふ り が な
氏 名
（生年月日）
新任/重任の
別と在任年数

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数
（当事業年度
中の取締役会
および監査役
会出席回数）

【社外】
も り

森
 

　
 

　
 

　
と し

俊
 

　
あ き

明
(昭和41年4月28日)

昭和62年10月 会計士補登録

－株

【取締役会】
（14/14回）

【監査役会】
（10/10回）

昭和63年４月 サンワ・等松青木監査法人（現有限責任監査法
人トーマツ）入社

平成３年４月 公認会計士登録
平成９年８月 椿勲公認会計士事務所入所
平成15年４月 税理士登録
平成15年９月 ブリッジ総合会計事務所代表
平成
平成

21
27

年
年

11
７

月
月

ＢＥ１総合会計事務所代表（現任）
当社　社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ＢＥ１総合会計事務所代表取締役
株式会社ひまわりホールディングス社外監査役
株式会社文教堂グループホールディングス社外
取締役
大光ビルサービス株式会社監査役

（注）１．森俊明氏は社外監査役候補者であります。
　　　２．候補者森俊明氏は株式会社ＢＥ１総合会計事務所の代表取締役であり、当社は同社と過去
　　　　　に株価算定業務の取引関係があります。
　　　３．補欠監査役候補者の選任理由は次のとおりであります。

ふ り が な
氏 名 補 欠 監 査 役 候 補 者 の 選 任 理 由

も り

森
 

　
 

　
 

　
と し

俊
 

　
あ き

明

同氏は現在当社の社外監査役であり、公認会計士としての豊富な経
験と高い見識を持っております。また、長年にわたる会社経営者と
しての豊富な経験と幅広い知識を、引き続き当社の監査体制の強化
拡充に反映してただきたいため、補欠の社外監査役候補者といたし
ました。

－ 44 －
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　　　４．森俊明氏は現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は本総会終結
　　　　　の時をもって１年となります。なお、同氏は本総会終結の時をもって監査役を辞任いたし
　　　　　ます。
　　　５．当社は、森俊明氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
　　　　　損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、同氏が社外監査役に就任した場
　　　　　合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
　　　　　害賠償責任を限定する契約を、改めて締結する予定であります。なお、当該契約に基づく
　　　　　損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額となります。
　　　６．森俊明氏は、東京証券取引所の定める独立役員として届け出ております。同氏が社外監査
　　　　　役に就任した場合、当社は同氏を独立役員として改めて届け出る予定であります。なお、
　　　　　同氏は株式会社ＢＥ１総合会計事務所の代表取締役であり、当社は同社と過去に株価算定
　　　　　業務の取引がありますが、その年間取引額および連結売上高に占める割合は、当社および
　　　　　同社においても僅少であり、同氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しておりま
　　　　　す。

－ 45 －
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（参考資料）「コーポレートガバナンスに関する基本方針」添付資料「独立性に関する基準」
　　　当社の社外役員は、以下の事項に該当しない場合、当該社外役員に独立性があると判断する。
　　　①当社または当社子会社の業務執行者（注１）。
　　　②当社または当社子会社の主要な取引先（注２）の業務執行者。
　　　③当社または当社子会社を主要な取引先とする者（法人である場合はその業務執行者）。
　　　④当社または当社子会社から役員報酬以外に1,000万円を超える報酬を受領した者（法人であ
　　　　る場合はその業務執行者）。
　　　⑤当社の主要株主（法人である場合はその業務執行者）。
　　　⑥当社または当社子会社の会計監査人である監査法人に所属する者。
　　　⑦当社または当社子会社から1,000万円を超える寄付金を受領した者（法人である場合はその
　　　　業務執行者）。
　　　⑧当社または当社子会社から取締役を受け入れている会社の業務執行者。
　　　⑨最近３年間において、上記②～⑧であった者。
　　　⑩上記①～⑨に掲げる者（重要な地位にある者（注３）に限る）の２親等以内の親族。

（注１）「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、従業員をいう。
（注２）「主要な取引先」とは、当社及び当社子会社との取引が、当社及び当社子会社並びに当該取
　　　　引先の最終事業年度における年間連結売上高の２％を超える取引先をいう。
（注３）「重要な地位にある者」とは、業務執行取締役、執行役、執行役員および部長格以上の業務
　　　　執行者。またはそれらに準ずる権限を有する業務執行者をいう。

以　上

－ 46 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場：東京都台東区西浅草三丁目17番1号
　　　浅草ビューホテル　４階会議室　「飛翔」
　　　(昨年と階および会場が異なっておりますので、お間違えのないよう
　　　お願い申しあげます。）

　TEL 03－5828－4429

日比谷線
　入谷駅
日比谷線
　入谷駅

入谷ランプ入谷ランプ

昭
和
通
り

上 

野 

駅

合
羽
橋
通
り

国
際
通
り

銀座線
田原町駅
銀座線

田原町駅
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交通　つくばエクスプレス「浅草」駅直結
東京メトロ銀座線「田原町」駅より　　　徒歩約７分
東京メトロ日比谷線「入谷」駅より　　　徒歩約10分
東武スカイツリーライン「浅草」駅より　徒歩約10分
都営浅草線「浅草」駅より　　　　　　　徒歩約10分
ＪＲ「上野」駅より　　　　　　　　　　タクシー約５分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図（総務）




